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１．協議の趣旨

出典：令和６年11月15日 第112回社会保障審議会医療部会
資料１「新たな地域医療構想の現時点の検討状況について（ 報告）」

来年度策定する新たな地域医療構想では、85歳以上の高齢者の増加に伴い、「外来・在
宅医療」「介護との連携」がテーマの１つとなっている。
本会議では、現行の地域医療構想（平成28年10月）策定以降の県内の在宅医療等の提供
体制の現状を踏まえ課題を整理し、2040年における方向性を検討する。

3



１．今後の地域医療構想調整会議における議論の方向性（案）
２０２８年度
（令和10年度）

２０２７年度
（令和９年度）

２０２６年度
（令和８年度）

２０２５年度
（令和７年度）

２０２４年度
（令和６年度）

国

地域医療構想

県

【３圏域単位】
（３医療圏）

調
整
会
議 【８圏域単位】

（旧８医療圏）

（参考）
医療保健福祉計画

新たな地域医療構
想等に関する検討会
（～2024年12月）

現行の地域医療構想（８構想区域） 次期地域医療構想（３構想区域）

３医療圏における役割分担と連携について議論

・２４時間３６５日の確実な救急受入
・専門的な医療

【合同会議（３区域）】

【調整会議（３構想区域）】

【全体会議（８構想区域）】

地域包括ケアシステムのネットワークの中での役割分担
と連携について議論

・在宅医療や日常の外来診療など住民に最も近い医療を提供する
診療所
・軽症・中等症の患者の救急受入や入院などの機能を果たす身近
な病院

【調整会議（旧８構想区域）】

次期地域医療構想に
関する議論

新たな地域医療構
想等に関するガイド
ラインの検討・発出

次期地域医療
構想の策定

中間見直し
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１．今年度の地域医療構想の進め方について（案）
令和８年令和７年

３月２月１月１２月１１月１０月９月８月７月６月５月４月

医療審議会

地
域
医
療
構
想
調
整
会
議

各区域における
意見交換等

【参考】
新たな地域医療構想

第１回
全体会

第２回
全体会

合同会議【３医療圏】

【８構想区域＝旧医療圏】

【合同会議】

【全体会議】

・現構想区域では成り立たない医療機能につい
て広域化することによる可能性について検討
・広域化によりさらに効率化が図られるものに
ついても検討
・医療関係者のみ参集

・現状で成り立つ医療機能と成り立たない医
療機能は何か
・成り立つものは区域内で役割分担を検討、
成り立たないものは合同会議で議論する

○在宅医療の推進状況と今後の方
向性について
○年末年始の救急医療提供体制に
ついて 等

○新たな地域医療構想の
策定について※
○紹介受診重点医療
機関の選定について 等

○新たな地域医療構想の
策定について※ 等

病院長等の要望に応じて、随時開催
国より新
たな地域
医療構想
に関する
ガイドラ
イン発出

新たな地域医療構想の検討状況について随時情報提供

※新たな地域医療構想の策定にかかる
国のガイドラインの検討状況やその内
容を踏まえ、具体的な協議内容を設定

第２回
○新たな地域医療構想の策定
について※ 等
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第１回
○病床削減に係る単独病床機
能再編計画について 等
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出典：社会保障・人口問題研究所

「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（Ｒ６年４月公表）」

訪問診療・看護の年齢別利用率（全国）

２．年齢区分別の人口推計【能代・山本】
85歳以上の人口は2040年（令和22年）まで増加する見込みで、2020年（令和２年）比
で2040年は943人（＋13.5%）増加する見込み。
全国的に訪問診療・看護の受療率は85歳以上から大きく増加する。
2040年まで在宅医療の需要は現状から維持又は更なる増加が見込まれる。

(人) (％)

出典：総務省「国勢調査」、社会保障・人口問題研究所
「日本の地域 別将来推計人口（Ｒ５年１２月公表）」



7出典：社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）（Ｒ６年４月公表）」

２．高齢者世帯数の推移【県全体】
高齢（65歳以上）単独世帯数は2040年まで増加する見込みで、県内の総世帯数のうち、
高齢者のみの世帯の割合（高齢者単独世帯及び高齢夫婦のみの世帯の割合）は2040年
に35.9%に達する見込み。
家族介護力の大幅な低下により、外部への医療・介護サービス依存度がより高まること
が想定される。
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能代・山本区域において、2020年から2035年まで増加する見込み。
今後も現在の需要が維持・増加することが予想されるため、現状の提供体制を維持・強
化をしていく必要がある。

出 典：厚生労働省 医療計画策定支援データブック
推計方法：NDBデータ（※１）及び住民基本台帳人口（※２）基に作成した性・年齢階級別の受診率を将来推計人口（※３）に

機械的に適用して推計
※１ 2019年度（平成31年度）における在宅患者訪問診療料（１）及び（２）のレセプトを集計
※２ 2020年（令和２年）１月１日時点の住民基本台帳人口を利用
※３ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」を利用

３(1) 訪問診療の需要見込みについて（レセプト件数／月）

2040
年

2035
年

2030
年

2025
年

2020
年

区分

180182183182172大館・鹿角

5655555551北秋田

350351345337321能代・山本

2,6832,4372,2222,0281,776秋田周辺

490469448432403由利本荘
・にかほ

659640640640616大仙・仙北

701652631621584横手

302289287295291湯沢・雄勝

5,4215,0754,8104,5914,215合計

95.1%94.3%93.3%92.0%90.5%75歳
以上

合計
の
うち

80.0%75.8%72.3%73.1%70.5%85歳
以上
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患者数は平成29年度の292人から令和５年度には272人へと減少傾向にある。
一方、訪問診療の需要見込みでは、2035年には351人に増加することが予測されており、現在の供
給量との乖離が懸念される。
今後さらに供給量と需要の見込みの乖離が拡大することが推測されるため、将来の需要量に対応
できる提供体制の構築が課題と考えられる。

※「訪問診療を受けた者の数（月計）」は「在宅患者訪問診療料（１）」および「在宅患者訪問診療料（２）」の算定件数（年計）を
集計し、その数を12で割り、算出。
※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。

出典：厚生労働省「NDB」

３(2) 訪問診療を受けた者の数（月計）【能代・山本】
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大館・鹿角区域 北秋田区域 能代・山本区域 由利本荘・にか
ほ区域

大仙・仙北区域 横手区域 湯沢・雄勝
区域

病院 診療所 １医療機関当たりの対応件数（令和５年度実績）

能代・山本区域において、訪問診療を実施する医療機関数の総数は平成26年度の26医療
機関から令和５年度には17医療機関へと減少している。
また、訪問診療を実施する病院数も平成26年度の４病院から令和５年度には２病院に減
少している。
需要量に対応できる体制を維持・効率化していく必要がある。

※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。
出典：厚生労働省「医療施設調査」

３(2) 訪問診療実施医療機関数【能代・山本】

(医療機関数) (人：１医療機関当たりの対応患者数)
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出典：厚生労働省東北厚生局「診療報酬施設基準届出医療機関名簿」（令和７年４月）

３(2) 在宅療養支援病院・診療所数
在宅療養支援診療所数
（H29年比）

在支病
（H29年比）

在宅療養支援病院（在支病）
在宅療養後方支援病院※赤字記載

構想区域

６医療機関（＋１）＋１①大館市立扇田病院
②大湯リハビリ温泉病院
③大館市立総合病院

大館・鹿角

１医療機関（±０）±０なし北秋田

４医療機関（±０）＋１①能代山本医師会病院
②能代厚生医療センター

能代・山本

26医療機関（－11）＋２①男鹿みなと市民病院 ②湖東厚生病院
③藤原記念病院 ④土崎病院
⑤御野場病院 ⑥細谷病院 ⑦小泉病院
⑧秋田県立循環器・脳脊髄センター
⑨市立秋田総合病院
⑩秋田厚生医療センター
⑪中通総合病院

秋田周辺

５医療機関（±０）＋２①佐藤病院
②由利本荘医師会病院
③由利組合総合病院

由利本荘・にかほ

８医療機関（±０）＋１①市立角館総合病院大仙・仙北

11医療機関（＋１）±０①市立大森病院
②市立横手病院

横手

３医療機関（＋２）±０なし湯沢・雄勝
11



介護保険訪問看護の患者数は、平成29年度の318人から令和５年度の525人まで一貫して
増加しているほか、人口10万対別の患者数も８区域別と比較して高くなっている。
また、医療保険訪問看護も令和２年度以降、大きく増加しており、人口10万対別の患者
数も８区域別と比較して高くなっている。
訪問看護のニーズが高まっていることから今後も、需要量に対応できる体制を維持・強化
していく必要がある。

※「NDB（医療保険）」分は「在宅患者訪問看護・指導料」および「精神在宅患者訪問看護・指導料」の算定件数（年計）を集計し、その数を12で割り、算出。
※「介護NDB（介護保険）」分は「訪問看護費」および「介護予防訪問看護費」のレセプト（年計）を集計し、その数を12で割り、算出。
※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。

出典：厚生労働省「NDB」

３(2) 訪問看護患者数（月計）【能代・山本】
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訪問看護ステーション数とその看護師数ともに一貫して増加しており、また、１施設当たりの看護師数
は概ね同程度となっている。
看護師一人当たりの対応患者数（医療保険＋介護保険）は平成29年度の13.2人から令和５年度の17.4人
へと増加している。
看護師一人当たりの対応患者数増加による負担増大が懸念されるため、今後の更なる需要の高まりに対
応するため体制の維持・強化が必要と考えられる。

※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。
出典：厚生労働省「医療施設調査」

３(2) 訪問看護ステーションの数・看護師の数【能代・山本】

(施設数) (人：１施設当たりの対応患者数) (人)

13

(人：看護師一人当たりの対応患者数)
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能代・山本区域において、訪問薬剤管理指導を受けた者の数は平成29年度と
比較すると40人（＋266.6%)増加している。
薬剤師による在宅での薬の指導・管理のニーズが高まったか、提供体制が強
化されたことが示唆される。

※「訪問薬剤管理指導を受けた者の数（月計）」は「居宅療養管理指導」「介護予防居宅療養管理指導」のうち、薬剤師が行う場合の
サービス項目コードの延べレセプトの算定件数を12で割り、算出。
※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。

出典：厚生労働省「NDB」

３(2) 訪問薬剤管理指導を受けた者の数（月計）【能代・山本】

(人)
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(人：10万対)
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能代・山本区域において、事業所の総数は平成29年度の12事業所から平成31
年の20事業所まで増加した一方で、以降は減少し、令和５年度には16事業所
となっている。
事業所当たりの対応患者数は平成29年度の1.3人から令和５年度の3.4人と概ね
同程度となっている。

※「訪問薬剤管理指導を受けた者の数（月計）」は「居宅療養管理指導」「介護予防居宅療養管理指導」のうち、薬剤師が行う場合の
サービス項目コードを算定した事業所数（病院、診療所、薬局含む）。
※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。

出典：厚生労働省「医療施設調査」

３(2) 訪問薬剤実施事業所数【能代・山本】

(事業所数)
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(人：１事業所当たりの対応患者数)



能代・山本区域において、歯科診療を受けた者の数は平成29年度の262人から令和３年
度の289件をピークに減少し、令和５年度は251人となっている。
直近の患者数減少は、新たな課題が生じている可能性がある。

※「訪問診療を受けた者の数（月計）」は「歯科訪問診療１（診療所）（１日につき）」のレセプト（年計）を集計し、その数を12で
割り、算出。
※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。

出典：厚生労働省「NDB」

３(2) 訪問歯科診療を受けた患者数（月計）【能代・山本】

(人：10万対)(人)
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能代・山本区域において、居宅へ訪問歯科診療を実施する診療所数は令和５年度に３診
療所に減少しており、また、施設へ訪問歯科診療を実施する診療所数は令和２年度の７
診療所まで増加し、令和５年度は６診療所に減少している。

※人口10万対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。
出典：厚生労働省「医療施設調査」

３(2) 訪問歯科診療実施診療所数【能代・山本】

(診療所数) (診療所数)
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施設（介護医療院・老健＋老人ホーム）での死亡者数は平成29年の160人から令和５年
の211人と増加しており、また、その割合も増加傾向にある。
自宅死の実数・割合ともに平成29年と比較して概ね同程度となっている。
能代・山本区域では施設の看取りが重要な場として機能し始めていることが示唆される。

出典：厚生労働省「人口動態調査」

３(3) 死亡場所の状況【能代・山本】

(人) (％)

老人ホー
ム死

自宅死

9.4%10.5%秋田
県

11.8%13.8%東北
平均

11.5%17.0%全国
平均

（参考２）比較【Ｒ５年実績】
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76.7%平成29年

79.3%平成30年

75.2%平成31年

77.1%令和２年

76.6%令和３年

74.6%令和４年

74.6%令和５年

（参考１）医療機関死亡割合
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4. まとめ

19

分析結果項目

本区域における在宅医療の需要量は2040年までに維持又は更なる増加が見込まれる。
【要因】
・訪問診療・看護の受療率が高くなる85歳以上の人口増加（2020年比で2040年は
943人（＋13.5%）増加）。
・高齢者単独世帯の増加と高齢者のみの世帯の割合（高齢者単独世帯及び高齢夫婦
のみの世帯の割合）の増加による家族介護力の低下。
・訪問診療の需要見込みは2035年に351人/月（2023年比の約1.5倍）に増加するこ
とが見込まれる。
・訪問看護、訪問薬剤の患者数の増加。
・訪問歯科の患者数の減少。
・施設での看取りの増加。

需要

需要量に対応できる供給力を確保するための供給側の体制の維持・効率化が必要。
【要因】
・訪問診療・薬剤・歯科において、実施できる医療機関又は事業所数の減少。
・訪問看護ステーションにおける看護師数は増加している一方、看護師一人当たり
の対応件数は増加。

供給



5. 医療介護連携及び在宅医療の充実に向けた取組について（医療機関の対応方針より）

20

回答内容項目
• 病院、老人保健施設、居宅介護支援センター、地域包括支援センター、訪問看護

ステーション、訪問リハビリテーションを有していることから、それぞれの役
割・機能を果たしながら、地域包括の要として医療と介護の連携及び在宅医療の
充実に向けて引き続き取り組みたい。

• 特老、老健との連携体制を構築中。
• 在宅療養支援病院として、訪問診療やサブアキュート入院、レスパイト入院に対

応しているが、在宅に対応するスタッフをさらに育成していきたい。
• カンファレンスと研修会を実施。
• 退院支援専門部門の強化と在宅退院を推進。
• 在宅療養後方支援病院として、地域の在宅医療を引き続き、支える。

取組

• 療養病床、在宅系施設が満床の場合が多く、急性期病床が受け皿とならざるを得
ない状況が多々ある。

• 地域内で急性期→回復期→慢性期→介護・在宅の循環が必要。
• 行政側で病床機能分化と在宅医療について啓発活動が必要。

今後
の課
題



【在宅医療】
①多職種・多機関連携の強化
• 医療機関だけでなく、訪問看護ステーション、歯科医療機関、薬局、介護施設・

事業所等が多職種で協働して、地域の需要と資源に応じた供給力を高める
• 医療機関と介護施設等の平時・緊急時の連携体制構築と情報共有の推進
②24時間対応体制の構築
• 地域の実情に応じて、医療機関や訪問看護ステーション等の連携により、地域で

の24時間の提供体制を構築
• 在宅患者の状態悪化防止と必要時の円滑な入院へ繋げる
③ICT/医療DXの積極的活用
• オンライン診療（D to P with Nを含む）の積極的な活用により、在宅医療を効率

的かつ効果的に提供
④在宅医療を担う医療機関の機能強化と参入促進
• 在宅医療を行う医療機関のICT活用や連携による対応力強化
• これまで在宅医療を行っていなかった医療機関の参入促進
• 訪問看護ステーションの機能強化（機能強化型訪問看護ST等の推進）

6.2040年を見据えた医療提供体制の目指すべき方向性【国】

出典：厚生労働省・新たな地域医療構想に関する検討会
「令和６年12月18日 新たな地域医療構想に関する年末とりまとめ」より抜粋21



６.需要の増加が見込まれる訪問診療等への対応策について【国】

出典：令和６年11月15日 第112回社会保障審議会医療部会
資料１「新たな地域医療構想の現時点の検討状況について（ 報告）」22



７．本日の協議事項について

本日の論点
2040年を見据え、人口減少と高齢化が特に深刻な本県において、「住み慣れた地域で
暮らし続けたい県民二ーズに応える」体制を構築するため、各区域の課題を踏まえ、
医療・介護連携を強化し、限られた医療資源を効率的に活用する方策を議論する。

【参考】意見交換における観点の例
１．医師会・有床診療所の立場

①訪問診療体制の現状と課題 ②病院との連携強化（退院支援や急変時の受入等）
③他職種連携への関与の現状・課題

２．病院の立場
①在宅医療における役割と今後の貢献（退院・後方支援、訪問診療等）のあり方
②在宅移行支援や連携（急変時の受入や看取りの対応の方向性）のあり方

３．歯科、薬剤、看護の立場
①訪問歯科等の現状と課題 ②他職種連携の強化

４．保険者の立場
①レセプトデータを踏まえた医療・介護連携の現状と課題

５．介護の立場
①施設における医療・介護の現状と課題（特に医療的ケアや看取り）
②病院、在宅との連携

６．地域包括支援センター、市町村の立場
①在宅医療・介護連携の現状認識と課題 ②住民ニーズ

23



【参考】本県における在宅医療連携体制

出典：秋田県医療計画 24



① 郡市医師会に「在宅医療の連携を担う拠点」を整備
② 郡市医師単位で、多職種連携の構築を推進するための「在宅医
療推進協議会」を設置
※ 委員構成：医師、薬剤師、看護師、介護支援専門員、ケア
マネージャー、社会福祉士

※ ９支部で65名の委員を任命し、各圏域で協議会を開催
※ 年度末に全体会を実施し、好事例の横展開等を行う

③ 郡市医師単位で、医療と介護の連携を推進するための「医療・
介護連携推進協議会」を設置
※ 委員構成：医師、市町村福祉健康担当、地域包括センター、
介護支援専門員、社会福祉士、保健所

※ ９支部で68名の委員を任命し、各圏域で協議会を実施
④ 秋田県で進める医療ＤＸについて協議する「医療デジタル化推
進協議会」を実施
※ 委員構成：医療関係者、教育・研究関係者、企業関係者

⑤ 医療介護従事者に対し、ＩＣＴを活用した多職種連携やＡＣＰ
の普及に向けた実務者研修を開催
※ 郡市医師会単位に設置した在宅医療推進協議会をベースに
各圏域で開催

⑥ 在宅訪問中の暴力やハラスメント防止に関する「在宅医療従事
者の安全対策協議会」を実施
※ 委員構成：在宅医療に関わる医師、歯科医師、薬剤師、看
護師、介護支援員、ホームヘルパー、警察

※ 安全対策に関する協議会を開催するほか、アンケートによ
る実態調査や研修会を実施

⑦ 相談対応
※ 市町村・郡市医師会との連絡相談窓口として、在宅医療推
進センター事務局にサポートデスクを設置

在宅医療の拠点を担う拠点
（郡市医師会事務局）

【参考】在宅医療推進センターの取り組み状況（Ｒ６年度）
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【参考】在宅支援病院・診療所の施設基準について

出典：厚生労働省 令和６年度診療報酬改定資料26



【参考】医療・介護連携について

出典：令和６年11月15日 第112回社会保障審議会医療部会
資料１「新たな地域医療構想の現時点の検討状況について（ 報告）」27
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能代・山本

秋田県

75歳以上千人当たりの「介護施設数（合計）」は県全体と比較すると多い。
「入所定員数（入所型・特定施設）」が県全体と比較して多い。
「看護・介護職員数」は県全体と比較して多い。

※人口千対の算出に当たっては、令和６年１月１日時点の住民基本台帳人口を利用。
公益社団法人日本医師会ホームページ：「地域医療情報システム（JMAP）」秋田県 から引用
https://jmap.jp/cities/detail/pref/5（令和７年６月確認）

【参考】介護施設等の状況について【能代・山本】

(施設・事業所数：千対)

(入所定員数：千対)
（職 員 数：千対）
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県全体で慢性期病床数は減少傾向にあり、ピークであった平成30年度と比較すると684病床（ｰ23.2%）
減少している。
「大館・鹿角区域」「能代・山本区域」「由利本荘・にかほ区域」で特に減少している。

※慢性期病床をもつ医療機関のない「北秋田区域」は除く。
出典：秋田県「病床機能報告」

【参考】慢性期病床数の推移（病院＋有床診療所）
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(病床数：構想区域別) (病床数：県全体)
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県全体で、慢性期病床は高い稼働率で推移している。

※慢性期病床をもつ病院のない「北秋田区域」「湯沢・雄勝区域」は除く。
出典：秋田県「病床機能報告」

【参考】慢性期病床の稼働率（病院）
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